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技術ロードマップ



技術ロードマップ構築の目的

革新的将来宇宙輸送システムロードマップを着実に実現していく上で、
オープンイノベーション共創体制の中で基幹ロケット発展型及び高頻
度往還飛行型宇宙輸送システムの技術ロードマップを共有すること
によって、出口戦略を共有し、スピード感をもって推進する道標の役
割を果たす。

技術ロードマップを宇宙分野／非宇宙分野の事業者と共有すること
により、オープン／クローズイノベーション共創体制を活用し、より差
別化された技術SEEDSに向けた研究開発の促進、SEEDSから効率
的かつスピード感をもった、技術実証立案・実施、事業の掘り起こし
等へ拡大、促進させる。

技術ロードマップを広く産業界と共有することにより、宇宙輸送産業
に対する新たな民間事業者、投資家等の新規参入の促進を期待。
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革新的将来宇宙輸送システム研究開発の共創体制

技術ロードマップの構築

研究計画の設定及び推進・実施

企業（異業種含む）及び大学
問題解決に必要な技術

基幹ロケット事業者

民間事業者
ベンチャー企業
事業に関心のある企業

研究成果の活用
実用化開発の実施
実用成果の獲得

研究開発
方向性の共有

技術戦略共有
連携強化

成果
創出

成果活用
実用成果の獲得

事業化支援
戦略共有

J-SPARC枠組

オープンイノベーションの枠組
（探査ハブ等の枠組み活用、産学官連
携による人材流動化・育成）

社会課題の解決
産業競争力向上

セキュリティを確保した
クローズイノベーション

金融機関・商社・コンサル他

事業性検討
民間投資喚起

技術の実証

非宇宙分野やユーザコミュニティを含む産学官のチームを設置

政策領域ごとに適切な関係省庁間・政府関係機関と連携・協力

ロードマップの策定・見直し

国
（ ）

革新的宇宙輸送技術の共創体制



技術ロードマップを軸とした研究開発・システム実証の推進・加速

 基幹ロケット発展型は、2030年頃の国際競争力のある大幅な低コスト化と打上能力
増強、2040年まで見据えた抜本的低コスト化を加速させて実現するために、システム
検討詳細化を行い、ボトルネックとなる技術を見極め、技術ロードマップとしてまとめ
た。この技術ロードマップにより技術獲得を加速させており、今後、システム実証・飛
行実証などの技術実証を実施し、より競争力あるシステム及び、技術ロードマップの
充実/詳細化・絞り込みを図る。

 顧客要求や民間主導での活動は多岐にわたるとともに、国際的な市場状況や政府
の要望に応じてシステム要求は変化。この状況・要望の変化に柔軟・迅速に対応で
きるように、競合/市場調査分析・技術獲得状況を踏まえつつ、２回/年程度の頻度で
システム検討及び技術ロードマップを更新。

 高頻度往還飛行型宇宙輸送システムについて、民間主導での活動に関して必要と
なる技術を見極め、実証飛行に必要な技術レベルまで高める技術ロードマップを策
定着手。

 技術ロードマップに基づくオープンイノベーション共創体制における課題設定、第１回
技術情報提供要請（RFI)、共同研究提案募集（RFP)を年度当初に実施し、２１件の
テーマを設定するとともに、第２回RFIを１月上旬まで実施し、更に技術獲得の加速を
目指した課題解決研究を含むRFPを３月に予定。

 オープンイノベーションも含む研究開発等で得た知財は、機微な安全保障技術の管
理については、外為法に基づく管理を行うと共に、創出された重要技術全般につい
て適正に管理する。知財獲得後については、広く活用できるよう利用権の扱いなど踏
まえた共有を推進する。
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技術ロードマップ活用の全体ながれ
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•調査分析

•事業者の声

• サービス事業 等

システムA構想

システムB構想

システムC構想

技術ブレークダウン・ボトルネック技術識別

個別技術ロードマップ毎に提示
（安全保障技術および知財情報等に配慮）

• システム設計におけるモデルベース開発・評価技術
• 運用性設計技術・モデル化技術
• 低コスト化汎用部品・材料適用評価技術
• 低コスト軽量化AM/一体成型製造・検査技術
• 低コスト高性能エンジン設計開発技術
• 高精度誘導制御技術（空力誘導・ディバイス技術含む）
• 自律飛行安全技術 など

RFI

情報
提供
要請

JAXA
公募課題の練り上げ

高頻度往還飛行型宇宙
輸送システム

RFP
研究提案募集

共同研究開発実施
• 提案企業-JAXA協働、提案企業-JAXA-事業者協
働など

• オープン／クロースの区分

研究開発成果

• 研究開発成果に基づき、左記システム
構想・技術ロードマップの見直し

• 重要技術ついては地上・飛行実証を
実施

• 研究開発の進捗を関係者と共有

本サイクルを回して
2回/年程度最新化

基幹ロケット発展型

探査ハブの枠組み等を活用して異業種・他分
野の参画を促し、裾野拡大を促進

調査分析等に基づく
戦略立案・更新

システム
ロードマップ

（文科省で制定・見直し）



基幹ロケット発展型 技術ロードマップ作成に当たり出口戦略の構築
（サブシステム及び必要な機構を識別）

 基幹ロケット発展型のミッション要求（出口戦略）を仮設定し、システム構想を仮設定

 システム構想をもとに、サブシステム及び必要な機構を識別、構成要素レベルまで機
構を細分化
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技術ロードマップ作成に当たり機能要求の識別

 従来の使い捨てロケットの知見・経験を最大限流用しつつも、新たな運用シーケンスである再
使用・再整備も含めた適切な機能要求を識別するために、製造〜再整備までの各状態遷移（も
しくは運用フェーズ）を細分化し機能要求を詳細化
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製造〜再整備までの各状態遷移（も
しくは運用フェーズ）を細分化し

機能要求を詳細化



技術ロードマップ作成に向けたボトルネック技術識別について

 システム構想をもとに、サブシステム及び必要な機構を識別と構成要素レベルまで細分化した
機構と、製造〜再整備までの各状態遷移（もしくは運用フェーズ）を細分化し詳細化した機能
要求による、機能機構展開を実施し、下記の視点の下、ボトルネック技術(BNE)を抽出。

 システム仕様を適正化するための技術（システム仕様・構成最適化など）

 システム全体に影響する技術（製造技術、地上部品適用など）

 部品展開（サブシステムレベル）と対応する必須要素技術
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技術ロードマップはボトルネック技術毎に
TRL４まで向上させることを目標として設定
⇒
今後、市場動向、研究開発の進捗などを踏まえ、
TRL5,6に向けたシステム実証やシステム構想の
見直しを継続し、技術ロードマップを更新



高頻度往還飛行型宇宙輸送システム技術ロードマップ検討状況

 民間主導による高頻度往還飛行型宇宙輸送システムに関しては、民間事業者が決定することから、必
ずしも以下の６種のシステムだけに限定されない。当面、JAXAは、これらのシステムに対して、TRLが
低いシステム・技術を中心に技術獲得を進め、技術支援に対応。（事業者に応じて見直しを実施）

 TRLが低いシステム技術、空力制御技術、熱防御技術、空気吸い込みエンジン技術をボトルネック技術
として技術ロードマップを検討中。その他、軽量化、低コスト化などのボトルネック技術については、基幹
ロケット発展型技術の活用を想定している。

 民間主導の事業支援に応じて、今後ボトルネック技術テーマ調整及びシステム検討の精度向上を図る。
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高頻度往還飛行型宇宙輸送システムの飛行条件
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今後の計画（案）

 技術ロードマップについては、引き続き検討を推し進める。

 ２０２１年度末を目途に、関心のある企業等を対象とし、

 要素技術開発の進捗状況

 技術ロードマップ（ボトルネック技術）

の共有を目指したフォーラム（仮称）等を開催し、国/JAXA側からの情
報発信を行う準備を進める。
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（参考）TRLとは -BDB-06005CJAXA技術成熟度（TRL）運用ガイドライン抜粋-
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T R L T e ch n o lo g y R e ad in e ss Le ve l 定義

9
（詳細定義）対象の実際のモデルが、実際にライフサイクルに亘って経験する環境で、宇宙システムの一部として、軌道上運用を通
じて所期の寿命まで実証されること。『フライト・プルーブン』。
（早見版）対象の実際のモデルが軌道上運用を通じて所期の寿命まで実証されること。『フライト・プルーブン』
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（詳細定義）対象の実際のモデルが、ライフサイクルに亘って経験する環境を包含するレベルのシステムの環境で、宇宙システムの
一部（最終コンフィギュレーション）として、システムP F T又はA T試験を通じて実証されること。 『フライト認定（A cce p te d  fo r
F lig h t（フライト準備完了））』。
（早見版）対象の実際のモデルのライフサイクルに亘って経験する環境での地上試験（システムP F T又はA T）を通じた『フライト認
定（A cce p te d  fo r F lig h t（フライト準備完了））』
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（詳細定義）対象の認定モデルが、ライフサイクルに亘って経験する環境を包含し適切なマージンを有したシステムの環境で、宇宙
システムの一部（システムP M コンフィギュレーション）として、システムQ T試験を通じて実証されること。
（早見版）対象の認定モデルのライフサイクルに亘って経験する環境を包含し適切なマージンを有した環境での地上試験（システム
Q T）を通じた実証    ※ 必ずしも、この段階（TR L7 ）を経なくても良い。
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（詳細定義）対象の認定モデルが、ライフサイクルに亘って経験する環境を包含し、その対象となる機器にとって重要な機能・性能
を検証するために要求される最も厳しい運用（条件）を考慮に入れた機器の環境で、機器単体として、認定試験（Q T）を通じて要
求仕様に規定された範囲に亘って適切なマージンを有する機能・性能であること、又はプロトフライト試験（P F T）を通じて要求仕
様に規定された範囲に亘って受入れ得る機能・性能であることの妥当性が確認されること。
（早見版）対象の認定モデルの相当環境での地上試験（Q T又はP F T）を通じた妥当性（有効性）確認
※ T R L7 以上はシステムレベルでの検証・実証が必要。
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（詳細定義）対象のエンジニアリングモデル（EM ）が、ライフサイクルに亘って経験する環境を包含し対象となる機器にとって重要
な機能・性能を検証するために要求される最も厳しい運用（条件）を考慮に入れた機器の環境で、機器単体として、EM 開発試験
を通じて設計の妥当性（有効性）が確認されること。
（早見版）対象のエンジニアリングモデル（EM ）の相当環境での妥当性（有効性）確認

4
（定義詳細）対象のブレッドボードモデル（B B M ）が、実験室環境で、機器単体として、B B M 試作試験を通じて妥当性（有効性）が
確認されること。
（早見版）対象のブレッドボードモデル（B B M ）の実験室環境での妥当性（有効性）確認

3 クリティカル機能や特性の分析的及び実験的なコンセプト証明

2 テクノロジーコンセプトやアプリケーションの明確化

1 基本原理の観察と報告


